
令和６年３月
中小企業庁

価格転嫁促進に向けた取組



＜価格交渉促進月間ポスター＞＜齋藤経済産業大臣による呼びかけ動画＞

１．価格交渉促進月間（3月）について

⚫ サプライチェーン全体で適切に利益を共有し、雇用の約７割を支える中小企業の賃上げを実現するためにも、
下請中小企業が負担するコストの適切な価格転嫁が必要不可欠。

⚫ 労務費や原材料費等の上昇の、適切な価格転嫁を促すため、毎年９月と３月を「価格交渉促進月間」として
設定。 2021年9月、2022年３月・9月、2023年3月・９月の計５回実施。

⚫ 本年3月からの価格交渉促進月間（6回目）の開始にあたり、経産大臣より価格転嫁・価格交渉を動画で呼
びかけ。また、約1700の業界団体へ経産大臣名の周知文書を送付。

https://www.youtube.com/watch?v=2sP9wN0GKTw
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https://www.youtube.com/watch?v=2sP9wN0GKTw


（参考）価格交渉促進月間を活用した、価格交渉・転嫁の促進

業所管省庁

下請事業者

親事業者

中小企業庁
経営陣

調達部門

②フォローアップ調査
親事業者による対応や回答について
・アンケート調査
・下請Gメンによるヒアリング調査

③企業リストの公表
④指導・助言の実施

⑤改善の指示

①価格交渉促進月間
の積極周知・広報

（毎年9月、３月）

※回答が親事業者
に知られないよう、
匿名性の確保を徹
底し集計

価格交渉の活発化、
価格転嫁の増加

⚫ 経済界全体で、価格交渉、価格転嫁を促すため、毎年９月と３月を「価格交渉促進月間」として設定し、経
済界に周知・依頼（①）。

⚫ 「月間」の終了後、価格交渉、価格転嫁それぞれの実施状況について、フォローアップ調査を実施（②）。その
結果を踏まえ、

– 「下請中小企業からみた交渉・転嫁の状況」を整理した「企業リスト」を公表。 （③）

– 評価が芳しくない親事業者に対しては、業所管大臣名で経営トップへ指導・助言（過去５回で約90社） （④）

⚫ 親事業者は、調達担当者へ改善を指示（⑤）。

⚫ これを粘り強く継続し、交渉と転嫁が定期的になされる取引慣行の定着を目指す。
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２．春闘に向けた賃上げ・価格転嫁対策の一連の施策

１月12日（金） 齋藤経産大臣より、価格交渉・転嫁についての「企業リスト（220社）」と、「大臣
名で指導・助言を行う旨」の公表

１月15日（月） 岸田総理と、災害対応・賃上げ・投資等に積極的な中小企業との車座

（岸田総理、齋藤経産大臣、矢田補佐官、中小企業5社・大企業１社）

１月19日（金） 「中小企業の活力向上WG」（森屋副長官、藤井補、中企庁長官、関係局長）

 各業界における「自主行動計画」を、「労務費の指針の遵守」、「原材料・エネルギー価格
の全額転嫁を目指す」方向での改正、約束手形、型取引の適正化 等を指示

１月22日（月） 「政労使の意見交換」（総理、芳野連合会長、十倉経団連会長・小林日商会頭 等）

1月24日（水） 春闘キックオフ（労使トップ会談）、

「労務費指針 関係省庁連絡会議」（村井副長官、各省局長）

２月 ・ 春闘 労使交渉本格化、

・ 「次回3月の月間」での交渉・転嫁を、業界団体（約1500）へ依頼

３月 ・ 春闘 集中回答（3月中旬）→ その後、中小企業の賃上交渉が本格化

・ 2024年３月「価格交渉促進月間」（6回目）の実施
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● 森屋官房副長官より関係省庁に対して、１．業界ごとの取引適正化の自主行動計画、２．
約束手形・型取引の適正化 等について、以下の指示あり。

（参考）中小企業等の活力向上に関するワーキンググループ（1月18日）

１． 自主行動計画の改定

労務費の適切な転嫁に向けた交渉のあり方
や、材料費やエネルギーコストの適切なコスト増
加分の全額転嫁を目指す取組について、自主
行動計画に反映するよう、各業界団体へ働き
かけること。

２．約束手形・型取引の適正化

約束手形： 「現金化までの期間が60日を超える手形等を指導対象とする検討」について、
2024年を目途に結論を得ること。 「2026年の約束手形の利用の廃止」を見据え、手形の廃
止に向けた取引慣行の見直しなど、働きかけを強化すること。

「型」の取引： 下請法等の厳正な執行を行うとともに、型取引の適正化について業界へ徹底。
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岸田総理発言
・ 第１に、経済界の皆さんには今年の春季労使交渉において、物価動向を重視し、

昨年を上回る水準の賃上げをお願いいたします。・・・

・ 第２に、・・・我が国全体で賃金を引き上げていくためには、全従業員数の７割が

働く、中小企業・小規模企業における賃金引き上げが不可欠です。そのためには、

労務費の価格転嫁を通じて、賃上げの原資を確保することが鍵になります。 政府

としては、賃上げ税制の拡充や、・・・省力化投資補助金などの賃上げ促進策を実

行に移すとともに、労務費の価格転嫁対策に全力で取り組みます。

・ 昨年末に決定した「労務費指針」に定めた１２の行動指針に沿った行動の徹底

を産業界に強く要請するとともに、独占禁止法等に基づく厳正な対処を行います。

適正な価格転嫁を我が国の新たな商習慣として中小企業間を含めて、サプライ

チェーン全体で定着させます。 このため、合計１８７３の業界団体に対し、指針

の徹底と取り組み状況のフォローアップを要請しました。さらにコストに占める労務費

の割合が高い、あるいは労務費の転嫁率が低いと言った、特に対応が必要な22業

種については、各団体に対し自主行動計画の策定や、転嫁業況の調査改善を要

請いたします。 フォローアップのため、村井官房副長官をヘッドとして、関係省庁連

絡会議を設置いたします。実行あるのみです。

・ 第３に、医療・福祉・障害福祉分野などの公的価格の引き上げです。・・・

・ 第４に非ホワイトカラー職の賃金の引き上げです。・・・政労使の議論が地方にも波

及していくよう、厚生労働大臣は、経済産業大臣や公正取引委員会委員長と協力

しながら、地方版政労使会議の開催を一層積極的に進めてください。

⚫ 政府と労使の代表による「政労使の意見交換」（第3回）が開催。

⚫ 総理からは「適正な価格転嫁を我が国の新たな商習慣として、中小企業間を含めてサプライチェー
ン全体で定着させる」ための施策等を発言。

（出所）首相官邸HP（2024.1.22）「政労使の意見交換会」

（参考）「政労使の意見交換」（1月22日）
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３．労務費の指針の周知の取組

⚫経産省トップページの遷移先に価格交渉フォーマットや、価格交渉の根拠資料になるデー
タ（最低賃金の上昇率、春季労使交渉の妥結額やその上昇率等）など、価格交渉・転嫁に役立つ情報を集約
して掲載。指針の普及に向けて、全国で説明会も実施。

遷移先

＜全国ブロック説明会＞

全国８ブロック説明会を実施
（12月～1月）

内閣官房・公正取引委員会・
中小企業庁の共催

参加人数は約3千名

（内訳）
   北海道：402人
東北：356人
関東：413人
中部：361人
近畿：377人
中国：369人
四国：376人
九州・沖縄：385人 6



価格転嫁を促進するため、下請中小企業振興法に基づく「振興基準」を改定し、

①適切な取引対価の決定にあたって「労務費の指針」に沿った行動を適切に取る

②原材料費やエネルギーコストの高騰があった場合には、適切なコスト増加分の全額転嫁を目指す
ものとする 旨 を追記する。

４．下請中小企業振興法 「振興基準」の改正

【経済財政運営と改革の基本方針2023 について（2023年6月16日閣議決定） 抜粋】
（中堅・中小企業の活力向上） 
(前略)原材料費やエネルギーコストの適切なコスト増加分の全額転嫁を目指し、取引適正化を推進する。

【自民党・中小調査会提言（2023年6月20日） 抜粋】
（１）物価高・賃上げ対策 ●構造的・継続な賃上げ に向けた 価格転嫁対策の徹底

（前略）｢原材料費・エネルギーコストについては適切なコスト増加分の全額の転嫁を目指す、労務費も適切な転嫁が必要 」
という考え方を 経済界・ 社会全体 に提示し、・・・・

「振興基準」は、

①下請振興法に基づく大臣名での「指導・助言」の基準、
②各業界団体（約６０団体）が作成する自主行動計画でも、振興基準の遵守が謳われ、
③パートナーシップ構築宣言した企業は、「振興基準を遵守する」旨を宣言・公表する

ことから、関連する企業（特に発注者）へ、価格転嫁の実効性向上に繋げるもの
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２．各 事業所管省庁は、業界団体に対し、労務費の指針、原材料・エネルギー費の全額転嫁を目
指す取り組みについて、各業種の実情に即した形で「自主行動計画」に反映するよう、要請する。

下請中小企業振興法
（振興基準）
第３条 経済産業大臣は、下請中小企業の振興を図るため下請事業者及び親事業者のよるべき一般的な基準(以下「振興

基準」という。)を定めなければならない。
(指導及び助言) 
第４条 主務大臣は、下請中小企業の振興を図るため必要があると認めるときは、下請事業者又は親事業者に対し、振興基

準に定める事項について指導及び助言を行なうものとする。

振興基準 改正（案）

第４ 対価の決定の方法、納品の検査の方法その他取引条件の改善に関する事項
１ 対価の決定の方法の改善
（３）親事業者及び下請事業者 は、「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」（令和５年１

１月２９日 内閣官房新しい資本主義実現本部事務局・公正取引委員会）に掲げられている、採るべき行動／求めら
れる行動を踏まえ、労務費も含めた価格交渉を行い、取引対価を決定する。その際、「労務費の適
切な転嫁のための価格交渉に関する指針」別添「価格交渉の申込み様式」の活用も含め、労務費の
上昇分を適切に転嫁できるよう工夫するものとする。

（４）労務費、原材料費、エネルギー価格等のコストが上昇した場合には、親事業者は、期中の価格変
更にできる限り柔軟に応じるものとする。特に原材料費やエネルギーコストの高騰があった場合に
は、適切なコスト増加分の全額転嫁を目指すものとする。

⇒ 1月下旬から、振興基準 改正案のパブリックコメントを実施。3月中の施行を目指す。

⇒ 各業界団体は、自主行動計画の改正を理事会等で議論。関係省庁会議で結果をフォローアップ。
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9

○価格交渉リーフレット（2024年3月1日公表）

５．支援策①：価格転嫁支援ツール

・価格交渉の取組を支援するため、ポイントまとめたリーフレットを公表。

・受注側企業が、価格交渉の準備から実践までに必要となる事項をまとめたハンドブックの改訂

・発注側企業の価格転嫁の取組への疑問に、具体的に答える取組事例の改訂
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○価格交渉ハンドブック（2月公表）・取組事例集（3月8日公表）の改訂



５．支援策②：価格転嫁サポート体制（よろず支援拠点）

（出典）株式会社帝国データバンク資料
（２０２３／２／９ 特別企画：
価格転嫁の成功理由に関する企業アンケート）

⚫ 2023年7月より、全国のよろず支援拠点に「価格転嫁サポート窓口」を設置し、価格交渉に関する
基礎的な知識の習得支援や、原価計算の手法の習得支援を実施。

⚫ 商工会議所・商工会等へ価格交渉ハンドブックを配布、支援機関においても価格転嫁に関する基
本的な知識の習得支援等を行い、中小企業の価格転嫁を支援する全国的なサポート体制を整備。

中小企業

取引先

③原価を示した
価格交渉

④コスト増加に応じた支払い

価格転嫁サポート窓口
（よろず支援拠点）

＜価格転嫁サポート窓口の支援イメージ＞

②原価計算の支援
①経営相談

・原価管理に係る基礎支援

原価管理の目的とその算
出に係る考え方、製品原価

の算出に必要な情報の把
握手法等について助言。

・実践的な提案

個々の企業の実態を踏ま

えた、具体的な製品毎の
原価の算出方法等を提案。

・
・
・
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下請かけこみ寺HP：https://zenkyo.or.jp/kakekomi/index.htm

相
談
者
（中
小
企
業
）

下
請
か
け
こ
み
寺

一般的な取引に関する相談
親事業者との交渉方法等、

適切な助言を行い、解決へと導く

下請代金支払遅延等防止法・
独占禁止法に関する相談

法令違反が疑われる場合は、
速やかに経済産業局に相談案件を取り次ぐ

裁判外紛争解決を希望する場合
希望者の所在地を勘案し、
調停人（弁護士）を紹介

無料弁護士相談を希望する場合
希望者の所在地を勘案し、

最寄りの弁護士事務所を紹介

運送業の取引に関する相談 適正取引相談窓口を紹介

建設業の取引に関する相談
駆け込みホットライン、建設業取引適正化センター

又は建設紛争工事審査会を紹介

⚫ 各都道府県の下請企業振興協会の協力を得て、本部及び全国47都道府県に「下請かけこみ寺」を設置。

⚫ 下請代金の減額など、企業間取引に係る様々な相談に、相談員等が対応。

⚫ 裁判外紛争解決手続（ADR)手続きにより、簡易・迅速な紛争解決を実施。
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５．支援策②：価格転嫁サポート体制（下請かけこみ寺）



（参考）下請かけこみ寺の連絡先一覧
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○下請法  基礎編（e-learning）

 実践編（オンライン講習会）【講師：弁護士】

  ○価格交渉 基礎編（e-learning)   

 準備編（オンライン講習会）【講師：中小企業診断士】

 テクニック編（オンライン講習会） 【講師：中小企業診断士】

５．支援策③：適正取引講習会（下請法・価格交渉）

⚫ 下請取引適正化の普及啓発のため、下請法や価格交渉を学べる「適正取引講習会」を
実施。いつでも視聴可能なe-learningや、下請法に詳しい弁護士・価格交渉に精通
した中小企業診断士を講師を招いたオンライン講習会（毎月）を実施中。
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▲講習会の様子です。講師への質問も可能です！

お手持ちのPC・スマホから
e-learning受講・講習会申込可能。
「適正取引支援サイト」で検索！
https://tekitorisupport.go.jp/

「オンライン講習会」は
お申込が必要です！

価格交渉の際に必要な情報や資料
について学べる「準備編」と、可価格
交渉の際に役立つテクニックを学べ
る「テクニック編」の２本を用意！
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